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田野辺執行委員長の新年のあいさつ 
新しい年を迎えて、 

新年明けましておめでとうございます。２０２４年がスタートしました。 
昨年はコロナ禍での制限が５月に解除されて対面の定期大会が開催できたことや集会の

参加など動くことが出来た１年でした。ただ、組合員の皆様にお会いすることが出来なか

ったことは反省をしなければなりません。今年は組合員の皆様のところへ動くことを実践

し、組合員の絆を強くしていくことをしていきたいです。 

 私自身政治の話は正直得意ではありませんが、ただ昨年から続く政治資金パーティー収

入の一部を裏金化した問題にはさすがに呆れてしまいました。本当は怒りが先に来てもお

かしくはありません。金の切れ目は縁の切れ目とはうまくいったものです。裏金が発覚し

たことによって、国民の政治不信が倍増しています。これを機会に肝に銘じて政治活動を

していただかないと国民から見放される事態になります。政治活動及び財務にもクリーン

に行って欲しいものです。 

 私たちの職場については、セクシャル・パワー及びカスタマーを含めたハラスメント問

題を無くしていかなくてはならないと思います。私たちは基本１人で仕事を行っています。

校長先生・副校長先生の管理職や先生方・PTA・保護者からもハラスメントを受けかね

ない時代です。ハラスメントを許さない活動をしていきたいです。もちろん物価高に追い

付く賃金闘争も並行していきます。 

 今年は辰年です。賃金、生活、仕事の環境等が「昇り竜」のごとく上昇していく年にす

ることを目指して活動していきます。 
  ２０２４年元旦 執行委員長 田野辺 大助 

  

２０２４年度・政府予算（案）の閣議決定 
昨年の 12 月２２日、政府は２０２４年度予算を閣議決定しました。一般会計の総歳出

額は、１１２兆０７１７億円となる昨年度予算より２兆円の減少です。コロナ禍対応で肥

大化した歳出を「平時に戻す」としましたが、実現していません。高齢化社会の到来で、

社会保障費が増加するうえ、岸田首相が重視している防衛費と少子化対策の予算も加わり

ました。歳入でも、国債の新規発行は３５兆円にものぼります。予算の相当部分は、借金

に依存しています。国債残高は、来年度末には１１００兆円にも達する見込みです。 

防衛費の膨張で、軍事大国化へ 
防衛費は、今年度より１．１３兆円多く７．９５兆円と過去最大となっています。戦後

の安全保障政策を大転換させた３文書の改定で、２３年度から２７年度の５年間で、防衛

費総額を４３兆円とした計画の２年目です。はたして、費用に見合うだけの効果があるの

か、「身の丈を超えている」のではないか、疑問です。 

政府も言っているが、安全保障の実現のためには、防衛力のほか外交力、経済力、技術

力、情報力などの「総合的な国力」が必要ですが、政府は防衛力の強化のみを主張してい

るように見えます。 



子育て関連の予算は、児童手当の拡充 
児童手当の所得制限を撤廃し、支給期間を高校生年代まで延長、第３子以降の支給額を

月３万円倍増します。所得制限の撤廃で、現行の年収９６０万円以上が月５千円、年収１

２００万円以上をゼロとしていましたが、全員に支給となります。支給期間を、現行中学

生までとしていましたが、高校卒業の年代まで延長します。第３子以降を増額し、現行３

歳から小学生までを１万５千円としていましたが、０歳から高校生までを３万円とします。 

２０２４年度・文部科学省予算（案） 
文部科学省予算は、５兆３３８４億円、前年度当初予算比０．８％（４４３億円）増で

す。教職員定数の改善は、自然減等で７７７６人減、改善が５６６０人増、定年引上げに

伴う定員４３３１人、配置見直しが５５０人減、です。小学校高学年における教科担任制

の強化で１９００人。様々な教育課題への対応や特例定員の活用で４４８１人。少人数に

よるきめ細かな指導体制の計画的な整備等で３６１０人。補習等のための指導員等派遣事

業では、教員業務支援員の全小・中学校への配置で２８１００人（１２９５０人）、学習

指導員等の配置で１１０００人（１１０００人）、副校長・教頭マネジメント支援員の配

置１０００人（新規）。中学校の部活動指導員では、１６０１３人。 

教材研究の時間確保や持ち時間の大幅削減、子どもの学びの保障、学校の働き方改革を

もとめる学校現場の声に応えるものとはなっていません。 

２０２２年度文部科学省「人事行政状況調

査」 精神疾患で休職の事務職員が多数 
教員の精神疾患による病気休職者数は、６５３９人（０．７１％）で、過去最多でした。

事務職員の病気休職者数は、７１９人（１．２２％）、そのうち精神疾患者は５７４人

（０．９８％）でした。教員より事務職員の割合が高いです。精神疾患者が多いのは、学

校の長時間・過密労働と無関係ではありません。 

勤務所間に見合った適切な業務量、ゆとりともった働き方が必要です。業務量の削減、

教職員定数の改善、給特法の廃止などが、必要です。 

学校徴収金の徴収管理は学校以外が担うべき 
「令和５年度 教育委員会における学校の働き方改革のための取組状況調査」が、昨年

１２月２７日に公表されました。基本的に、学校以外が担うべき業務とされた「学校徴収

金の徴収・管理」は、公会計化または教師が関与しない方法で徴収・管理又は地方公共団

体や教育委員会で徴収・管理等を行っている自治体は、都道府県では６６．０％、政令市

では５０．０％、市区町村では４４．７％、全体では４５．３％です。文部科学省の担当

者は、「改善の機運が高まっている」と分析しています。 

校務のデジタル化推進で、ファックス利用・

押印等の原則廃止に 
 政府は、１２月２０日、デジタル行財政改革会議を開催し、中間まとめ案を検討しまし

た。教育分野では、校務のデジタル化の推進を明記し、２０２５年度には原則、すべての

学校でファックスでのやりとりや押印を廃止するとしました。年内に通知を出し、教育委

員会から学校への文書送付をデジタル化することを強く求めるといいます。ファックスで

行われてきたやりとりをデジタル化し、業務の効率化や教職員の負担軽減を図るという。 


